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１ 研究の目的 

新型コロナ禍により働き方の一つとしてテレワークが定

着した。本研究は、全国の企業1100社を対象に調査を実施

し、障害者雇用で採用されている従業員のテレワークによる

勤務の実態について明らかにすることを目的として実施した。 

 

２ 方法 

調査は、2020年度の障害者雇用率上位250社（以下「雇

用率」という。）、特例子会社580ヶ所（以下「特例」と

いう。）、一般求人情報サイトに「在宅勤務・障害者雇用」

のキーワードで求人を出している280社（以下「一般」と

いう。）の計1100社を対象とした。郵送法にて依頼し、回

答はオンラインによる回答を依頼した。調査は、2021年12

月28日から2022年３月11日であった。調査内容は、事業所

の基本情報に関する項目として、雇用している障害者数、

テレワークの実施状況、テレワーク導入のきっかけ、テレ

ワーク勤務している者の従事している業務、テレワーク勤

務における合理的配慮の内容、テレワーク勤務において生

じた課題、今後の継続予定などに関する項目を設定した。

調査依頼時には、本調査の趣旨及び内容、調査データの取

り扱いについて書面を提示して説明し、合意する場合にの

み回答を依頼した。なお本調査は、高松大学研究倫理審査

（高大倫審2021001）の承認を経て実施し報告すべき利益

相反はない。 

 

３ 結果 

(1) 回答者属性とテレワーク勤務実施の現状 

本調査の結果、特例127社、一般32社、雇用率22社の計

181社（回収率16.5％）から回答があった。回答のあった

181社全体の、障害雇用者の平均は64.8名（SD=113.8）。

各回答者の数は表１へ示す。 

 

テレワーク勤務を実施している企業は78社（42.4％）、

実施していない92社（50.0％）、以前実施していた12社

（6.5％）」であった。本発表に係るデータの分析におい

ては回答のあった78社のうち対象項目の欠損値や重複回答

のない63社の回答（回答者の34.8％）を分析対象とした。 

(2) テレワーク勤務導入のきっかけ 

 テレワーク勤務導入のきっかけで最も多い回答は「新型

コロナ禍の感染拡大防止のため」が32.3％で最も多い割合

を示した。次いで「通勤困難な勤務者への負担軽減のため

（21.1％）」、「障害のある従業員の特性や労働環境改善

のため（16.5％）」であった（表２）。 

 

 

(3) テレワーク勤務の取扱い業務 

テレワーク勤務しているものが従事している業務として上

位を占めていた業務は、「資料作成・文書作成に係る業務

（15.9％）」、「事務に関連する軽作業に係わる業務

（9.8％）」、「経理・会計に係る業務（7.9％）」、「ロー

データ入力及び修正に係る業務（7.0％）」であった（表３）。 

(4) テレワーク勤務における合理的配慮の内容 

テレワーク勤務している従業員へ実施している合理的配

慮については、「業務の進捗や期限に関する配慮

（66.7％）」で最も多く、「細かな休憩時間の設定などの

表１ 雇用者数 

表２ 導入のきっかけ 

表３ 従事している業務 

回答数 割合

1 経理・会計に係る業務 17 7.9%

2 給与支給・精算事務に係る業務 12 5.6%

3 動画・映像・音楽データの加工修正に係る業務 7 3.3%

4 CAD等設計図作成に係る業務 7 3.3%

5 Web開発・Webコンテンツ作成に係る業務 9 4.2%

6 ホームページの保守管理・検査に係る業務 10 4.7%

7 SNS等を用いた広報に係る業務 3 1.4%

8 イラスト・印刷物作成に係る業務 9 4.2%

9 情報照会や与信管理に係る業務 7 3.3%

10 営業支援やスケジュール調整に係る業務 13 6.1%

11 顧客対応や問い合わせ対応に係る業務 8 3.7%

12 資料作成・文書作成に係る業務 34 15.9%

13 事務に関連する軽作業に係わる業務 21 9.8%

14 ローデータ入力及び修正に係る業務 15 7.0%

15 AI関連のデータ処理・データベース作成に係る業務 5 2.3%

16 在庫管理・出入庫管理に係る業務 3 1.4%

17 研修・教育に係る業務 5 2.3%

18 ネットワーク・サーバーシステムの管理・監督に係る業務 8 3.7%

19 システム開発・ソフト開発・プログラミングに係る業務 12 5.6%

20 機械・端末等の遠隔操作に係る業務 1 0.5%

21 その他 8 3.7%

N＝63

テレワーク勤務者の従事している業務（複数回答）N＝63

－ 82 －



勤務時間に対する配慮（63.5％)」、「配属される部署や

業務に対する配慮（57.1％）」が上位を占めていた（表４）。 

 

(5) 在宅勤務と通勤の勤務の日数について 

テレワーク勤務における在宅勤務と通勤による勤務の

日数の標準的な取り組みについては、「勤務のすべてがテ

レワーク勤務である(原則通勤はない)（28.6％）」、「通

勤は週の半分程度で、残りはテレワーク勤務（19.0％）」、

「通勤日数の目安はなく、業務状況に応じて決定している

（12.7％）」が上位を占めていた（表５）。 

 

(6) テレワーク勤務実施において生じた課題 

テレワーク勤務実施において生じている課題は、「コ

ミュニケーションの難しさ（58.7％）」、「孤立感や疎外

感を感じることへの対応（50.8％）」、「社員間の自由な

やりとりが難しい（42.9％）」、「業務管理の難しさ

（42.9％）」が上位を占めていた（表６）。 

 

(7) 今後のテレワーク勤務の継続の予定 

今後のテレワーク勤務の継続に関する予定については、

「今後も継続してテレワークによる勤務を継続する」が全

体の81.0％を占めており、「今後の可否について検討して

いる」が7.9％、「その他」が9.5％であった。その他の記

述では、「感染症対策としてのテレワークは終了し、制度

化を検討している」といった記述が見られた。 

 

４ 考察 

障害者雇用で雇用されている障害者のテレワーク勤務の

実態としては、コロナ禍による影響によって導入された経

緯が多いことが確認された。テレワークしている業務とし

ては、資料作成や文書作成が多く、事務や経理に関連する

業務が多いことが明らかになった。一方で、営業支援や動

画・映像編集やCAD等の作成に関わる業務、システム開

発やネットワーク管理、Web開発やコンテンツ開発に関

わる業務なども確認されており、幅広い業務に従事してい

る実態があることが明らかになった。 

テレワーク勤務において実施されている合理的配慮とし

ては、業務進捗や期限の配慮、細やかな休憩時間の設定な

どの勤務時間に対する配慮や配属される部署や業務への配

慮などが行われていた。休憩時間の細やかな設定や勤務時

間の配慮については、テレワークにおいて、より柔軟な働

き方の視点が反映されていると考えられる。 

テレワーク勤務における在宅と通勤のバランスについて

は、いわゆるフルリモートと呼ばれる全てをテレワーク勤

務が最も多く占めており、通勤を前提としていない勤務の

実態が一定を占めていることが確認された。また在宅と通

勤をする場合のハイブリッドと呼ばれる組み合わせでは、

週の半分を基準とするものが最も多いことが確認された。 

 テレワーク勤務において生じた課題は、コミュニケー

ションの難しさや孤立感や疎外感への対応、業務管理の難

しさ、社員間の自由なやりとりの難しさであったが、一般

的なテレワークによる課題として指摘されている課題と同

様であった。 
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